 (
○
この例に準じて会則を制定
する場合は，別途運営規程を定める必要はありません。各クラブの実態に合わせて内容を検討してください。
○
網掛け
で「必須」となっている条文は，「つくば市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」第14条で，事業者が定めておかなければならないこととしている「運営規程」に含まれる重要事項に関するものであるため，内容の修正は可能ですが，省略はできません。
○
網掛け
の文字は削除してください。
会則の例
)









●●児童クラブ会則

（目的）⇒必須
第１条  この会則は，当会（以下「事業者」という。）がつくば市の委託を受けて児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第６条の３第２項の規定に基づく放課後児童健全育成事業（以下「事業」という。）を実施する●●児童クラブ（以下「事業所」という。）の適正な運営を確保するため，人員及び管理運営に関する事項を定め，もって事業所を利用している児童（以下「利用者」という。）に対して適切な遊び及び生活の場を与え，心身の健全な育成を図ることを目的とする。

（運営の方針）⇒必須
第２条  事業所は，小学校に就学している児童であって，その保護者が労働等により昼間家庭にいないものにつき，家庭，地域等との連携の下，発達段階に応じた主体的な遊び及び生活が可能となるよう，当該児童の自主性，社会性及び創造性の向上，基本的な生活習慣の確立等を図り，もって当該児童の健全な育成を図る。
２  事業者は，常に利用者の人権に配慮するとともに，一人一人の人格を尊重する。
３  事業者は，地域社会との交流及び連携を図るとともに，つくば市，児童福祉施設，利用者の通学する小学校等関係機関との密接な連携に努める。
３  事業者は，提供する支援の内容及び事業所の運営状況について自ら評価を行い，その改善を図るとともに結果の公表に努める。
５  前４項のほか，法及びつくば市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年つくば市条例第57号）（以下「条例」という。）その他の関係法令等を順守して事業を実施する。

（事業所の名称等）
第３条  事業所の名称及び所在地は，次のとおりとする。
(1)  名称    ●●児童クラブ
(2)  所在地  つくば市●●

（支援の内容）⇒必須
第４条  事業所で行う事業の内容は，次のとおりとする。
(1)  利用者の健康管理，安全確保及び情緒の安定に資する活動
(2)  遊びの活動への意欲及び態度の形成に資する活動
(3)  遊びを通じての自主性，社会性及び創造性の向上に資する活動
(4)  利用者の遊びの活動状況の把握及び家庭への連絡
(5)  家庭及び地域での遊びの環境づくりへの支援活動
(6)  地域との交流活動
(7)  おやつの提供
(8)  前各号に掲げるもののほか，利用者の健全育成上必要な活動等

（会員）
第５条  本会の会員は，利用者及び当該利用者の保護者とする。

（入会の基準）
第６条  この事業所へ入会できる基準は，原則として●●小学校の児童であって，当該児童の保護者のいずれもが次に掲げる基準のいずれかに該当し，児童の放課後の健全な生活に支障をきたす場合とする。
(1)  昼間に居宅外労働を常態としている場合
(2)  昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働を常態としている場合
(3)  保護者のいずれかの疾病等や親族等の介護に携わっている場合
(4)  その他運営委員会が特に認めた場合

（入会）
第７条  入会は，前条の要件を満たした家庭の保護者の申請に基づき，運営委員会が審査の上決定する。

（休会）
第８条
利用者は，当該利用者の保護者の申し出に基づき，運営委員会が特別の事情を認めた場合に限り利用を中断することができる。

（退会）
第９条  利用者である会員が次の事項のいずれかに該当した場合は，運営委員会は，当該利用者の保護者と協議の上退会させることができる。
(1)  保護者から退会の申し出があった場合
(2)  第６条に規定する入会基準を満たさなくなった場合
(3)  事業所の職員の指導に従わず，事業所の正常な運営に支障をきたす言動又は行動を繰り返すことにより，他の児童の人権を侵害し，又は危害を加える危険性があると運営委員会で認めた場合
(4)  会費を２か月以上滞納した場合
(5)  その他運営委員会が利用者として不適当と認めた場合

（役員の種類）
第10条  事業者に次の役員を置く。
(1)  会長  1名
(2)  副会長  2名
(3)  会計  1名
(4)  書記  1名
(5)  監査  1名
(6)  委員  若干名

（役員の選出）
第11条  役員は，会員，支援員，児童委員等の中から選出する。

（役員の任務）
第12条  役員の任務は次のとおりとする。
(1)  会長は，クラブを代表し，会務を統括する。
(2)  副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときはその職務を代行する。
(3)  会計は，クラブの会計事務を担当する。
(4)  書記は，クラブの会議の記録事務を担当する。
(5)  監査は，会計事務を監査する。
(6)  委員は，他の役員と協力してクラブの運営に当たる。

（役員の任期）
第13条  役員の任期は次のとおりとする。
(1)  役員の任期は1年とする。ただし，再任を妨げない。
(2)  役員が欠けた場合の補欠役員の任期は，前任者の残任期間とする。
(2)  役員は，任期が満了した場合であっても，後任の者が就任するまでは，その職務を引き続き担当しなければならない。ただし，退会したときは，この限りでない。

（運営委員会）
第14条  クラブの運営，活動内容等を協議するため運営委員会を設ける。

（運営委員会の構成）
第15条  運営委員会は，全役員で構成する。

（会議）
第16条  クラブ運営等に関する会議は，総会及び運営委員会とし，会長が招集する。
２  総会は，利用者を除く全会員によって組織し，年１回以上開催する。
３  運営委員会は，必要に応じて開催する。

（総会における審議事項）
第17条  総会は，次の事項を審議し決定する。
(1)  事業計画及び収支予算に関する事項
(2)  事業報告及び収支決算に関する事項
(3)  役員の選任
(4)  会則及び諸規程の制定及び改廃
(5)  その他会長が付議した事項

（運営委員会における審議事項）
第18条  運営委員会は，次の事項を協議決定する。
(1)  事業計画に基づくクラブの日常運営に関する事項
(2)  クラブが実施する行事等の計画及び執行に関する事項
(3)  補正予算の決定に関する事項
(4)  総会に付議すべき事項
(5)  その他会長が付議した事項

（専決）
第19条  会長は，事業所の日常的運営等に関する軽易な事項について専決することができる。ただし，専決した内容を運営委員会に報告しなければならない。

（職員の職種，員数及び職務の内容並びに就業規則）⇒必須，職務内容は実態に合わせて設定すること。
第20条  事業所における職員の職種，員数及び職務の内容は，次のとおりとする。
	職種
	員数
	職務の内容

	放課後児童支援員
	２名以上
	①児童の保育
②利用者の生活を豊かにするための遊び及び活動の研究，企画及び実施
③利用者の出席状況及び保育状況の確認並びに出席簿及び保育日誌の記録作成
④月１回以上のおたよりの発行
⑤利用者の連絡帳への必要事項の記載
⑥年間・月間及び勤務予定表の作成
⑦おやつの準備及び提供
⑧諸経費の管理
⑨運営委員会における保育報告，相談等
⑩学校，利用者の保護者等への必要事項の連絡
⑪施設，設備及び備品の管理並びに環境整備
⑫職員会議の開催
⑬学習会，研修会等への参加
⑭補助員及び加配職員への指導・助言

	補助員
	適宜配置
	児童の保育及び支援員の補助等

	加配職員
	適宜配置
	特別な支援が必要な利用者に対する専属的支援等


２  職員の就業規則は，別に定める。


（開所日及び開所時間等）⇒必須
第21条  事業所の開所日及び開所時間等は，次のとおりとする。
(1)  開所日
ア  原則として月曜日から●曜日までとする。
イ  開所日数は１年につき250日以上とする。
(2)  事業所の開所時間
ア  小学校の授業がある日　放課後から午後●時●●分まで→終了時間は午後６時30分以降としてください。
イ  小学校の授業の休業日　午前８時00分から午後●時●●分まで
(3) 年間の閉所日
ア  日曜日
イ  国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
ウ  12月29日から翌年の1月3日までの日（前号に掲げる日を除く。）

（支援の提供に対して利用者の保護者が支払うべき額）⇒必須
第22条  利用者の保護者は，利用者に対する支援の提供を受けるに当たり，利用者として承認された月から，次に定める費用の額を毎月末までに事業所に納入しなければならない。
(1)  利用料（会費）  月額 　　　　　円
(2)  おやつ代 　　　 月額 　　　　　円
(3)  教材費    　　　月額 　　　　　円
２  保護者は，次に定める費用の額について事業者から請求があった場合は，当該額を事業者が定める期日までに納入しなければならない。
(1)  行事等への参加に要する費用  実費として事業所が定める額
(2)  その他事業所が必要と認める額　
３  第１項第１号の額は，次の場合においては各号に定める額とする。
(1)  同一世帯から２人以上の利用がある場合の２人目以降の額　　　　　円
(2)  ひとり親世帯の場合の額　　　　　円
４  前３項の費用の額に係る支援の提供に当たっては，あらかじめ，利用者の保護者に対し，当該支援の内容及び費用について説明を行い，利用者の保護者の同意を得なければならない。

（利用定員）⇒必須
第23条  利用者の定員は，原則として●名とする。⇒定員＝児童クラブ専用区画（遊び及び生活スペース）の面積÷1.65。

（通常の事業の実施地域）⇒必須
第24条  事業の実施地域は，つくば市立●●小学校区とする。


（会計及び会計年度）
第25条  事業所の運営は，会費，つくば市委託料その他の収入をもって充てる。
２  事業所の会計年度は，毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる。

（事業の利用に当たっての留意事項）⇒必須
第26条  保護者は，事業の利用に当たっては，次の内容に留意するものとする。
(1)  利用者が欠席する場合は，利用者の保護者は，電話その他の連絡方法により，当日の開設時間までに事業所へ届け出ること。
(2)  支援の提供中に利用者に傷病が発生した場合又は他の利用者若しくは職員への迷惑行為等があった場合であって，支援の継続が困難又は不適切と認められるときは，利用者の保護者に連絡の上，支援の提供を中止する場合があること。
[bookmark: _GoBack](3)  利用者の感染症の発症により，他の利用者へ感染する恐れがあると認められた場合は，事業者は，利用者の出席を拒むことができること。
(4)  事業者は，災害の発生等やむを得ない事由がある場合は，当日において閉所を決定することができること。

（緊急時等における対応方法）⇒必須
第27条  利用者に対する支援の提供中に利用者の体調に急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに当該利用者の保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるものとする。
２  利用者に対する支援の提供中により事故が発生した場合は，つくば市及び被害を受けた利用者の保護者に速やかに連絡を行うとともに，応急処置等必要な措置を講じるものとする。
３  利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は，速やかに損害を賠償するものとする。
４  事業者は，事故が生じた際にはその原因を解明し，再発を防ぐための措置を講じなければならない。
５　事業者は，上記の緊急時等に対応するためのマニュアルを作成するものとする。

（非常災害対策）⇒必須
第28条  事業所は，消火用具その他の非常災害発生時に必要な機器等の設置及び点検を行うとともに，非常災害に対応するためのマニュアルを作成し，これに基づく訓練を定期的に実施するものとする。

（虐待の防止のための措置に関する事項）⇒必須
第29条  事業所は，利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のため，次の措置を講ずるものとする。
(1)　虐待防止に関する責任者の選定及び設置
(2)  その他虐待防止のために必要な措置
２  事業所は，利用者に対する職員又は当該利用者の保護者による虐待があったと認められる場合は，速やかにつくば市に通報するものとする。


（苦情解決の窓口）⇒定めることが望ましい。
第30条  事業所は，提供した支援に対する利用者及びその保護者等からの苦情に対して，迅速かつ適切に対応するため，次の措置を講ずるものとする。
(1)  苦情を受け付けるための窓口の決定
(2)  事業所内における苦情解決のための手続きの明確化
(3)  苦情受付窓口及び苦情解決の手続きについての利用者，利用者の保護者，職員等への周知
(4)  苦情を受けた場合の当該苦情の内容等の記録
２  事業所は，つくば市から指導若しくは助言又は条例第４条第３項に規定する勧告を受けた場合は，これらに従って必要な改善を行わなければならない。
３  事業所は，提供した支援等に関する苦情に関して行われる社会福祉法（昭和26年法律第45号）第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条第１項の規定による調査に協力しなければならない。

（個人情報の保護）⇒必須
第31条  事業所は，個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）その他関係法令等を順守し，その業務上知り得た個人情報を適正に取り扱うものとする。
２  職員は，正当な理由がなく，その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らしてはならない。
３  事業者は，職員であった者が，正当な理由がなく，その業務上知り得た利用者及びその家族の個人情報その他の秘密を漏らすことがないよう，雇用期間終了後においてもこれらの秘密を保持する旨を職員の雇用契約の内容に定める。

（傷害保険への加入）
第32条  入会した児童は，クラブの費用負担により傷害保険に加入する。
２  支援の提供中に事故，災害等が発生した場合であって，その原因がクラブの責めに帰すべきものでないときは，前項の傷害保険の範囲内において補償を行うものとする。

（その他運営に関する重要事項）⇒必須（内容は任意）
第33条  事業所は，職員資質向上のための研修の機会を次のとおり確保するものとする。
(1)  採用時研修  採用後●箇月以内
(2)  継続研修  年●回
２  事業所は，利用者，利用者に対する支援の提供，職員，設備・備品，会計等に関する諸記録を会計年度ごとに整備し，当該会計年度終了後５年間保存する。

付　則
この会則は，平成●●年●月●日から施行する。
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